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高等学校教育の在り方ワーキング勿レープ中間まとめ (令和5年8月)概要

■多様性への対応

■共通性の確保

にあるため、質の確保・向上(こ向けて、「多様:性への対応」と「共通性の確保」をイ丼せて進める必要
l⑮ 地理的状況や各学校・課程・学科の枠に関わらず、
いずれの高校においても多様な学習ニーズ(こ対応した柔軟で質の高い学びを実現

輸「自己を理解し、自己決定。自己調整ぬ増きる力」の育成
め「自ら問いを立て、多様な他者と協働しつつ、その間に文すする自分なりの答えを導き出し、行動することのできる力」
(,「 自己の在り方生き方を考え、当事者として社会に主体的に参回 る力」の育成
中義務教育において修得すべき資質・能力の確実な育成なよ「矢日・徳・体のパラシスのとれた土台」の形成
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取り組む
ことが
特に重要

■
少子化が加速する地域における
高校教育の在り方

o少子化の影響により多くの地域で統廃合が進行。
今後も15歳人口の減少は一層加涼。小規槙校の
教育条件の改善が必要。

o生徒肘丁きたしと忌蔵持鄭わり、特色化・旭力化力遊要。
マ

o教科・科目充実型遠隔授業における要件 (受信側教
室の教員配置要件、蝉 こ係る要件)瘍勒 化
O全日制。定時制課程における通信教育の活用に向
けた制度改正 (国内の他の高校に一定期間留学す
る場耗針竪∋

日配信世汚卜の体制・環境整備、学触 携等の促進

◇スクール・勘ショシ、スクール・ポリシー等を踏まえた学校
教育活動の実施・改善、学校の特色1ヒ・魅力fヒ

☆都道府陛 市町村G艶多協力による学校運営
□地域や学校を越えた生徒同士の学びのプラツト
フオームの構築

日
黄撃置客銃 亀香馬堡覇蘭藝野議葡融尾撞

の導
口学校における働き方改革の推進、コーディネータ…等
の配置支援

日 全国制
。定時制。通信制の望ましい在り方

o不登校児童生徒数が義務教育段階を中心に増大。
高校段階では通信制の生徒数が近年急増。

o全国制・定時制・通イ_制 いずれの課程にあっても、
柔軟で質の高い学びを保障してしくことが必要。

す

全日制・定Wttl●課樹こおしナる不豊校生徒の学習機会の確保

口通信斬尉封おけ離義蒔冽の倉ll出等

◇韓 御 こ対する継続的な実態調査

☆通齢 」課徹肺」度剛 こイ衆解報発信
口まヨ・SSWの配置充実、心理・福祉分野に強みや専門
!l生を有する孝女師の奇成等

回公立通目醐謙膵ま財鮪ヒ強化等

口通級指導・日本語指嘔の対畑E向研静卜制整備

□学頼』∪域社会の連携・協倒の推進

口撲貪I認銚薪暮詞湿岸び
の高校生の3割が家や塾で学習を「しない|と回答。

o授業の満足度・理解唐は学年が上がるとともに低下。
ゅ多くの高校で文理のコース分けがなされ、特定の教科を
十分に学習しない傾向。

マ

口普通科改革の促連、コーデイネーターの配置支援を
通じた探究。文理横断。実践的な学びの推進

ログロー′Wレ人材育成に資する拠点校の整備等、国際
的な教育を行う高校の整備推進・運営支援

口理数系教育の更なる充実

口産業界等と専門高校の運携・協働の強化、取組の
横展開に向けた支援

口学校における働き方改革の推進

国教師の資質・能力の向上のためのオシライ刀汗修コン
テシツの開発支援、探究型の研修の開発・普及

☆大学入学者選抜の改善 (学力の3要素の多面的・
総合的な評価への改善、文理横断的な学びを進める
観点からの出題科目の見直し等の促進)

口学校と地域社会の連携・協働の推進

国引聞製酵蒲朝陛

小規模校の教育条件の改善に向けて 生徒の多様な学習ニー烈こ応尻る
柔軟で買の高い学びの実現に向けて

全ての生徒の学びの充実に向ιナて

中間まとめ本文はこちら→
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現在の高等学校には、中学校を卒業後ほとんどの生徒が進学しています。そのため、生徒は様々な入学動機や進路希望、興味・関心を

持って高校に通っています。また、社会全体では少子化が進み、不登校経験を持つ生徒も増えています。そのような中で、これまでのままの

学校のあり方では、生徒一人一人の多様な学習ニーズに対応しきれない場合もあります。そのような課題に対応して、「生徒を主語にした」
・高等学校教育の実現を目指す必要があります。

0
少子化が加速する地域における

高等学校教育の在り方

少子化の影響により、多くの地域で統廃合が進行

していま丸 また、今後も15歳人日はより減少していく

見込みのため、生徒数が少ない小規模校でも、多様

なニーズに応 じた学習内容の充実のための工夫や

改善が必要です。

全日制。定時制。通信制の

望ましい在り方

小中学校で不登校の児童生徒数が増え、高校段階

では不登校経験を持つ生徒が通信制高校に入学す

る例も増えています。不登校となっても全 日制・定時

制でも学び続 けられるように、学びの柔軟化などが

必要です。

社会に開かれた教育課程の実現、

探究。文理横断。実践的な

学びの推進

高校生の3割が家等で全く勉強しないな浪 学習時

間の課題や、授業の満足度 。理解度 に課題がありま

す。また、多くの高校で文理分けがなされ、特定の教

科 について十分 に学習 しない傾向もあります。さら

に、大学においてはデジタルなどの成長分断への学

部再編などが進んでいますが、文理選択で理系を選

択する生徒が少ないという現状もあります。

そのため、生徒の各教科・科目への関心を、文理横

断的に幅広く高めると同時に、将来の自分の在り方

や社会との関わ り方を意識 しながら学べるようにす

ることが必要です。

対策案 P6

0 e

対策案 P2～ 3 対策案 P4～ 5

O司

高等学校教育を取り巻く現状と課題

H22年

R5年
約108万 人

Rll年
約99万人 77万 747人

R19年

{F〕 78万人

速隔授業を受ける教室

遠隔授業における対面授業

多様な学習ニーズに対応する環境

高校生の皆さんが受けられる教科 科目の選

択肢を広 げるため、条件 に適えば、受信側の

教室等において教員免許をもっていない様々

な職員の方がサポートできるようにしま丸

通信教育の活用

遠隔授業や通信教育を活用 した学校間連携

等のネットワークを構築するための配信セン

ターの整備を進めます。

国内の他の高校 に一定の期間留学した場合

などに、履修できなかった科 目を通信教育で

も勉強できるようにします。

高校生の皆さんが受けられる教科 科 目の選

択肢を広 げるため、離島
。中山間地域等の事

情がある場合、先生と生徒の関係などを重視

しつつも、柔軟に対面授業の回数を設定でき

るようにします。
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学校の魅力化・特色化

学校の指針となるスクール・ミッション、スクール・ポリ

シーを常に改善することや、地域や大学 と連携 した授

業を行う高校づくりなど、各学校の特色化 魅力化を引

き続 き進めることで、生徒にとって魅力的な学校づくり

を進めます。

都道府県と市町村の連携

協力による学校運営

解説

ヨミュニァィ・スクール

(学校運営協議会制度)の導入等による

学校と地域社会の連携・協働の推進

学校における働き方改革の推進、

コーディネーター等の配置支援

とでii 解説

コミュニテイスクールは 保護者や地域住民学が―りtの 権隈と資

任を持って学校運営に参画する仕組みです。

地域を越えたつながり

小規模高校などの生徒でも、総合的な探究の時間など

で、同じ興味・関心を持っている仲間を見つけて学び合

うことができる環境づくりを目指します。

ましltヽ在り方■
―

解説

コーディネーターは 高年争1交の筋力化 特色化にあたり学技と

学猿外の様イな興係機関との連続の中核となるこ「B人材で売

05

?1令耳IUI千1:翌1導偏鉗?| 藝

卜|← ||タタIⅢⅢ学雪■|バにヽ え各柔軟で車,高い学びの実現に向
・けて

不登校生徒の自宅からの遠隔授業・通信教育

、＼`

通信制課程の質の確保・向上

全 日制・定時制課程の不登校生徒が学習を続けられる

ように、単位数の上限の範囲内で、自宅等から高校の

同時双方向型の遠隔授業を受講することを可能とした

り、通信教育の活用を可能とするために制度を改正し

ました。

通信制課程については、より質を確保 '向上させること

が必要です。また、少ない登校回数下でも、人間関係を

構築 しながら、自分のよさや可能性を認識 し、多様な

人々と協働する環境を整えるために、モデル となる優

良事例をつくります。

自宅等からの同時双方向型 の遠隔授業や

通信教育の活用 に向けた制度改正に係る

モデル事例 の創 出

不登校経験が不利益に

扱われない高校入学者選抜等

解説

翻査● (内 申各)において知嘴:H数 が多い場合でも 自己申告客の

提出により高技入学への意欲を示す機会を確保する争め入学者選

抜が行われる例があります。

学びの多様化学校や

校内教育支援センターの設置促進

Я7説

学びのクタ様化学なでは、不登え丈生徒に配慮したカリキ■ラム(教

育を表施することができます。

スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーの配置充実など

3
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2.今日市J・窪時帝11導信IJの導ましい在り方
計?dは こうらからご「、

‐
くだきい(P13～ 19' 盤

公立通信制高校等の機能強化

公立通信制高校等を機能強化し、中心拠点 配信

センターとして、遠隔授業や通信教育を活用 した

ネットワークを構築するモデルを創出しま魂

履修・修得の柔軟な認定の促進

遠隔授業や通信教育、補講などによって十分な学習ができた場合には、生徒一人一人の実情に応 じて柔軟に履

修・単位修得の認定ができるように、教育委員会や学校などの理解促造を行いま魂

5… 社会に開かれた教育課程の実
―
現、探究1文4横―断・案I完的な学びの推進

通信制課程の制度や

特徴に係る情報発信

不登校生徒に対する

継続的な実態調査

通級指導。日本語指導の

実施に向けた体制整備

,′▼説

理級,旨導は、通常の学級に在常する児童生徒に、一部の時間で、

障害に応じた終別な指導を実施すな指導形態で玩

日本語指導力1必要な外国人生徒等ヘー人一人の状況に応じた日

本語指導幸を行いま売

⑩

⑫墓1線

鶉

金てのF生徒|の学びの
1充
実に向ヽナて

探究的な学びなどの推進 専門高校と産業界等との連携。協働の強化

グローバル人材育成に資する拠点校の整備

探究・文理横断 ,実践的な学びの推進や、高校

の特色化・魅力化を進めます。そのために、学

校外の様々な関係機関等との連携協力体制

の整備や、その連携協力を支えるコーディネー

ターを学校に配置できるよう支援します。

国内外の大学等との連携で文理横断的に社

会課題の解決や学術的な問いに向き合う探究

的な学びを推進するため、グローバル人材育

成に資する拠点校の整備などを行います。

専門高校において、企業等の外言[の方が学校

運営に参画 して、協働 して社会に開かれた敦

育課程を実現する取組を進めます。

大学入学者選抜の改善理数系教育の

更なる充実

学校における

働き方改革の推進

教 師の資質 含彰力の向上

のためのオンライン研修、

ヨンテンツの FT弓発支援、

探究型の研修の開発・普及

t学方の3写 繁の多面的 総合V,オ 評価べ

の改善 文 j鵬構Ⅲll的 な学びを進める絨言

からの出題料自の見直し善の促連 )

学校と地域社会の連携・

協働の推進

4

学校関連携等の促進

06



「高等学校教育の在り方ワーキンググJレープ中間まとめ」を踏まえた制度改正の概要 (1/2)
1学校教育法施行規則改正 (絣田6年 4月 1日施行)

全国制。定時制課程において、学校生活への適応が困難であるため、相
当の期間高等学校を欠席し引き続き欠席すると認められる生徒 (「不登
校生徒」)、 疾病による療養のため又は障害のため、相当の期間高等学
校を欠席すると認められる生徒 (「病気療養中等の生徒」)その他特別
の事情を有する生徒を対象として、教育上有益と認めるときは、高等学

校は授業に代えて通信教育を行うことができる。

不登校生徒が学修の継続のために自宅その他特別な場所で遠隔
授業を履修し、修得する単位数、上記 (1)の方法により修得する単位
数及び全国制課程の生徒が自校又は他校の通信制課程との併修に

より修得する単位数は合計で36単位までとする。

※病気療養中等の生徒に対する遠隔授業及び通信教育 1こつしては、現行の遠隔授業と同
様、単位数の制限無く行うこと力(きる

I 第96条第3項で定める単1位数

74単位のうち

0、 0それ前 が36単位以下となる必要
※0については左記合計が36単位以下となる必要
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Eメデイアを利用して行う授業 (違「扁授業)
により修得する単位数

74単位のうち

【教室外・

違隔授業】

左言己

0

【教室内・遠隔授業】

0在籍する高等学校等では対面
で実施されない多様な科目の授

業や習熟度別指導による遠隔

授業等を進路の実現のために履
修し、修得した単位

(第96条第2項第1号 )

1！
一

【教室外・通信教育(他校・他課働】

0全国制の課程の生徒が、
施行規則第97条の規定
に基づき、通信制の課程
との学校間連携。課程間
併修により修得する単位

【教室外・通信教育(自校)】

②施行規則第88条の
4の規定に基づく通信

教育により修得する

単位

【教室外・違隔授業】

0不登校生徒が、学修継続のため、
自宅その他特別な場所 (教育
支援センター、校内教育支援
センター、保健室等)で遠隔授
業を履修し、修得する単位

(第96条第2項第2号)

0キ0キ0(教室外で修得できる単位数)が、合計で36単位以下となる必要



中 用に向朗鈴」度蜘 融醒簑・通信教育嚇 用

2「高等学校等におけるメデイアを利用して行う授業の実施に係る留意事項」(通知)改正関係 倫和6年 4月 1日～)

■ ||―|||||||||||||||||||||||
| ||■ | |■ | |  |

(1)

以下の場合においては、例外的に、受信側の教室等に当該高等学校

等の教員を配置することは必ずしも要しない

①以下を全て満たし、教員に代えて学習指導員や実習助手、事務職員

等の当該高校等の職員 (校長の指揮監督下)を配置する場合

聯受信側の教室等に当該高校等の教員の配置を求めることが、多様な

科目開設や習熟度別指導等により生徒の多様な進路実現に向けた

教育・支援を行うに当たっての支障となる

鬱受信側の教室等における生徒の数や生徒が必要とする援助の内容等

に照らし、教育上支障がないと当該高等学校等の校長力壻忍める場合

※ただし、当該高等学校等ごとの教員数が、公立高等学校の適正配置及び教職
員定数の標準等に関する法律 (昭和36年法律第188号)の定めるところによ
る教職員の定数の標準を満たしていることが前提 (教員数の合理化を目的に安
易に教員に代えて職員を配置することは本特例措置の趣旨に合致しない)

②不登校生徒に対し、自宅その他特別な場所 (教育支援センター、校

内教育支援センター、保健室 、その他当該高等学校等内の別室

豊)におして、メディアを利用して行う授業の配信を行う場合

以下の場合においては、例外的に、対面により行う授業の時間数を各

教科・科目等ごとに年間1単位時間とすることも認められる

①以下を全て満たす場合
めメディアを利用して行う授業の配信を受ける高等学校等が離島・中山
間と也域等の遠方に立地することにより、配信側の教員の移動に日数を
要し、当該教員による他の高等学校等への授業の実施に支障を伴う

。同時に授業を受ける生徒数が少人数であるため個々の生徒の学召状
況が遠隔でも↓巴握しやすい1犬況にある

輸配信側の教員が過年度における授業を担当している等、配信側の教
員と受信側の生徒との間の人間関係が既に構築されており、当該受信
側の生徒が必要とする援助の程度に照らしてもメディアを利用しての授
業の実施に支障がないと受信側の高等学校等の校長が認める場合

②病気療養中等の生徒であって、当該生徒の病状や治療の状況、医師
等の意見等を踏まえ、対面により行う授業を複数回行うことが難しいと
高等学校等の校長が認める場合

|― |(3)|その他酉己膚ぃたrきたぃ事項 (柔軟な履修等)

教務規程等において、慣例として、授業への出席の回数を履修や単位

認定の要件として課しているところ、違隔授業や通信教育の実施、補語

その他通切な指導の実施等により、生徒一人一人の実1者に応じて柔軟

に履修・単位修得を認めることが望まれる
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【主な留意点等】

・教育上支障がないと認められる場合…

(上記 (1)関係 )
以下の①、②をともに満たすこと。

① 受信側の教室等の生徒数、活用するメディアの態様等を踏まえて、配信側の教員が生徒一人一人の学習状況を見取ることが可能な人
数規模で、授業を実施するものであること。 (実証結果に基づき、大型ディスプレイ越しに生徒の様子を確認する場合で最大5名程度、1
人1台端末を活用した画面共有機能や共同編集機能等による場合で最大15～ 20名程度以下)

② 酉己信側の教員と、受信側の教室等に配置される職員とが授業の進め方や生徒の状況に係る事前の打合せを行い、役割分担を明確化し
た上で、遠隔授業が実施されること。また、受信側の教室等に配置される職員が、当該役割を十分に認識し、果たすことができる者である
こと。

出席扱しWこすることが可能。その際、画面やチャットツール等を通じて生徒の学習状況を把握することにより、出席扱いと認めることが考えられる。 2

「高等学校教育の在り方ワーキンググループ中間まとめ」を踏まえた制度改正の概要 (2/2)

。自宅で違隔授業を受けた場合の出欠・・
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【少子化が
｀
加速する地域における高等学校教育の在り方関係】

各都道府県における、高等学校の適正規模に関する基準の例

高知県の場合 (県立高等学校再編振興計画より抜粋 )
【学校規模の基準】
◇適正規模
.稿下 4日壇 力 :.7f士 _「 1堂 生 江～ 彙堂 鍋 Iパ =Й亜 苓 す。
e一定の生徒数が見込まれる高知市及びその周辺地域は、より活気あふれる学校づくりができる「1

学年 6学級以上」の学校規模の維持に努めます。
◇過疎化が著しく、近隣に他の高等学校がない学校
。地域の学びの機会を保障するために、最低規模を「1学年1学級 (20人以上)以上)」 として維持
します。
◇学び直しの機能を持つた学校
。不登校や中除根学を経験した生徒、発達障害のある生徒等を受け入れる体制を整えた学校の最低規
模を「■学年1学級 (20人以上)以上」として維持します。
◇ 分校の最低規模
・「 1学年 1学級 (20人以上)」 とし、この規模を下回つた際に、募集停止の猶予期間は「入学者
数が20人に満たない状況が 3年間で 2度ある場合」を「2年連続して満たない状況になつた場
合」に緩和し、平成2フ年度から新たに適用します。

長崎県の場合 (第三期長崎県立高等学校改革基本方針より抜粋 )
適正な学校規模の基準
県立全国制高等学校の適正な学校規模の基準は、 1学年 3～ 8学級 (120～320人)を標準とし、
適正配置の観点等から必要性が認められる場合においては、上記の標準を 1学級下回る又は 1学級上

つ ヽ

ただし、次のア、イについては、地域性等に鑑み、 1学年 ■学級の学校として配置するものとする。
ア 第二期基本方針及び第三期基本方針の計画期間内において、キャンパス校の導入が認められた

高等学校。

なお、該当校における第一学年の在籍者数は、20人以上を望ましい人数とする。
イ 」ヽ中高一貫教育を実施している一島一高等学校。

なお、該当校における第一学年の在籍者数は、10人以上を望ましい人数とする。 8



【少子化が加速する地域における高等学校教育の在り方関係】

各都道府県における1薯来的な学級規模の推移の分析例①

岡山県における、各学区の 1学年あたり学級数別学校数の予測
※学校数を維持しながら、均等に学級減を進めた場合の見込み (公立全国制 (中等教育学校を含も`))を岡山県教育委員会において推計したもの。

西備学区       倉敷学区       岡山学区

4学級  3  1

2学級

1学級 |

3

■3井 原高校 (北校地 3・南校地2)を 含む

備北学区

8学級

フ学級●|

6学級

5学級

4学級

3学級

2学級

1学級 ||    | |
*1新 見高校 (北校地 3・ 南独地3)を含む

3掌す||― |―||||!
8学級  7  ¬

4学級

01載 |― |

2学級

1学級|

美作学区

1  9学 級 1 4

8学級  4

17学級 |.3

6学級

5

東備学区

一　

　

　

４

　

４

　

３

刊
４

　

２

∞

8学級

7等級 |

6学級

1却||
4学級

● 21

9学級 |

8学級

7学級

6学級

も学級

4学級

3學箸致

2学級

1学級

2

181
421

2

2学級

1学級・

■2勝 山高校 (膀 山校地 4・蒜山校地 1)
真庭高校 (落合校地 3・ 久世校地2)を含む

１

　

■

　

３

刊   2

(出典 )
岡山県高等学校教育研究協議会
「平成40(2028)年度を目途と
する県立高等学校教育体制の整備
について」 (提言)(平成 29年
11月 )

10

学級数
|‖
291H401H43 学級数 IH29 1H40 1H43 学級数 IH29 1H40 1143

H43H40H29学級数 H43
|

H40学級数
IH29

H争9 1 H40 1 H43学級数

4
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【少子化が加速する地域における高等学校教育の在り方関係】

各都道府県における将来的な学級規模の推移の分析例②

長崎県における、学校規模別の現状と1薯来予測 (県内公立全日制高等学校 )
※令和 12年度予測は、中学校卒業者数の減少に対し、現状の学校数を維持したまま、単純に学級減を
行つた場合のシミュレーション。

8学級

3校

7学級

5校

6学級

10北交

5学級

4横

4学級

9被

3学級

9校

2学級

9横

1学級

6横

1学年の学級数

平成31年度

8学級

1校

7学級

2校

6学級

11校

5学級

6校

理学級

5横

3学級

ll校

2学級

10校

1学級

9校

1学年の学級数

令和12年度 (予測)

(出典)第二期長崎県立高等学校改革基本方針 (令和 2年 3月 )
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O 「教育は人なりJと 言われるように、学校教育の成否は教師にかかっている。教師は子供たちの成長を直接感 じることができる素晴らしい職業
O我が国の学校教育の成果は高い専門性と使命感を有する教師の献身的な取組によるもの
O教師の時間外在校等時間は一定程度改善 したが、依然として、長時間勤務の教師が多い状況であり、持続可能な教育環境の構築に向けて、
教育に関わる全ての者の総力を結集 して取 り組む必要
。国、都道府県、市町村、各学校などが自分事としてその権限と責任に基づき主体的に取 り組む
。保護者や地域住民、企業など社会全体が一丸となって課題に対応する
○改革の目指すべき方向性は、教師のこれまでの働き方を見直し、子供たちに対 してより良い教育を行うことができるようにすること。
教師が教職生涯を通じて新 しい知識・技能等を学び続け、質の高い教職員集団を実現 していくことは、我が国の学校教育の充実にとって極めて重要

教師を取り巻く環境整備IEついて緊急的に取り組むべき施策 (提言)【概要】
～教師の専門性の向上と持続可能な教育環境の構築を目指して～
(令和5年 3月 28日中央教育審議会質の高い教師の確保特別部会)

学校における働き方改革の推進

本提言は、できることを直ちに行うという考え方のもと、緊急的に取 り組むべき施策を取 りまとめたものであり、これで終わ りではない。
今後、制度的な対応が必要な施策を含め、広範多岐にわたる諮問事項について更に議論を進める予定。

牌
　
〇 1.学校・教師が担う業務の適正化の一層の推進
(1)「学校 i教師が担う業務に係る3分類」   |
| を徹底するための取組
・国、都道府県、市町村、各学校の

|    |

それぞれの主体ごとに、具体的―な対応策の  i
―好事例を横展開

(2)各学校における授業時数や学校行事の在り方 |

計画に見直し
。学校行事について、精選・重点化、準備の

簡素化・省力化

(3)iCTの活用による校務効率化の推進
。学校保護者間の連絡手段のデジタル化など

ICTの更なる活用、生成度の校務への活用の推進
.

の見直し li令和元年の給特法改正を踏まえ々勤務時間の
・仝ての学校で授業時数について点検し、特に、 . 上限等を定めた
標準授業時数を大幅に上回うて        '。 メンタルヘルス対策に向けた個ち吐の要因分析

― や対策の好事例の倉け出  ―
ことを前提に点検 を行い、指導体制に見合った|(3)学校にぉける取組状況のイ見える化」に

2。 学校における働き方改革の実効性―の向上等
(1)地域、1保幸者i―首亭部局等との連携協働

―
1学校における働き方改革等を学校連営協議会

や総合教育会議で積極的|イこ議題化
・保護者等からの過剰な苦情等に対しては、

教育委‐員会等の行政による支援体制を構築

(2)健康及び権社め確保の徹巌|

1  向けた基盤づくり
,・ 在校等時間9把握方法等の改めての周知
―。徹底、各教育委員会等の状況を丁寧に確認

(1)教職賞走数あ改善
・教師の持ちコマ数の軽減等にも資する小学校高学年
の教科押_任制Iの強化などの教職員定数の改善
(2)支援スタッフの幅己置充実

魏 誠 鞍 鮮 瑠 殺 槃 鶏 撃 も 託 財 ん
セラー、スクールソーシャルワーカー、学習指導員、
部活動指導員などの配置充実

(3)処遇改善
・給特法等の法制的な枠組みを含めた具体的な制度設
計は、今 深めていくことを前提 としつつ、

踏まえ、 して、主任手当や

(

新たに するための教育委員会と
こよる教職の魅力

マジチン の効 入職前 へ の

12



全高長 第 52号
令和 6年 3月 18日

都道府県高等学校長協会長 様
全国高等学校長協会

会長 石崎 規生

高等学校の教員定数改善を求める全高長としての今後の取 り組みについて

日頃より本協会の活動にご理解、ご協力いただき感謝申し上げま丸

今年度の都道府県高等学校長協会長研究協議会では、文科省から 8月 末に出された「教師

を取 り巻 く環境整備について緊急的に取 り組むべき施策 (提言)」 について、■ 月 10日 (金 )

の第 2回研究協議会では文科省の安井財務課長による説明とそれに対する質疑応答を行い、

1月 19日 (金)の第 3回研究協議会では、静岡県高等学校長協会長の織田敦校長から「高

等学校の教諭定数改善を求める」というレポートに基づく発表があり、それを踏まえて活発

な意見交換がなされ、定数改善抜きに教員の働き方改革は進まないという多くの意見が出

されました。

協議会でも話したように、全高長として引き続き高等学校の教員定数改善について都道府

県高等学校長協会長の皆様の協力を得ながら以下のような形で組織的に検討を行い、その

内容を文科省で検討が進められている「『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教師の確

保のための環境整備に関する総合的な方策について)」 に反映させるなど要求実現に向けた

取 り組みを進めてまいりま丸

協会長の皆様には引き続きのご協力をお願いいたしま丸 なお、次年度協会長が交代する

都道府県につきましては新協会長へ引き継ぎをお願いいたしま丸

【今後の取り組み】

1 検討のためのプロジェクトチームの設置
都道府県高等学校長協会長の有志、協会役員、事務局員等によるプロジェクトチーム

を設置し、オンライン、対面で検討を進め具体案を作成する。

2 都道府県高等学校長協会長研究協議会での協議
この問題を来年度の協議会の中心テーマとし、文科省担当者からの説明と意見交換、

プロジェクトチームの報告等をもとに協議を行う。

3 文部科学省への要望書の提出
プロジェクトチームがまとめた具体案をもとに協会としての要望書を作成し、文部科

学省に提出し実現に向けて働きかける。
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令 和 4年 12月 22日
今後の教育課程、学習指導及び学習評価等
の在り方に関する有識者検討会 (第 1回 )
資      料      1

今後の教育課程、学習指導及び学習評価等の在り方に関する有識者検討会について

令和 4年 11月 28日
初等中等教育局長決定

1 趣旨
平成 29年から平成 31年において学習指導要領の改訂が行われ、令和 2年度以降、各

学校段階において順次実施に移され、その定着に向けた取組が進められている。

国においては、「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可能

性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～」 (令和 3年 1月 中央教育審

議会答申)を受けて、デジタル化などの社会変化が進む次世代の学校教育の在り方につ

いて検討するため令和 4年 1月 14日 に「個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充

実に向けた学校教育の在り方に関する特別部会」(以下「特別部会」という。)が設置さ

れた。同年 10月 3日 には特別部会の下に「義務教育の在り方ワーキンググループ」「高

等学校教育の在り方ワーキンググループ」が設置され、学習指導要領前文に掲げた「豊

かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手となる子供たちに必要な資質 H能力」の

育成を一層重視する中で、今後の社会変化を見据えて学校が果たす役割や、全ての子供

たちの可能性を引き出すための多様な学びの在り方など義務教育の意義や高等学校教

育の在り方について議論がなされているところである。

このような現状に鑑み、本有識者検討会では、現行の学習指導要領の下での子供たち

の学習の状況や学校における学習指導の状況等を踏まえつつ、今後の社会の変化を適切

に見据えながら、今後の教育課程、学習指導及び学習評価等の在り方について、必要な

検討を行うこととする。

2.検討事項
(1)学習指導要領の実施状況について
(2)これからの子供たちが学ぶ学校像及び生き抜く社会像について

(3)今後の教育課程、学習指導及び学習評価等の在り方について
(4)その他

3.実施方法
(1)別紙の者の協力を得て、検討を行う。
(2)有識者会議に座長及び座長代理を置き、事務局が委口属する。
(3)必要に応じ、別紙以外の者にも協力を求めるほか、関係者の意見等を聴くことが
できるものとする。

4,実施期間
有識者会議は、「2 検討事項」に係る議論を取りまとめたときに廃止する。

5 その他
有識者会議に関する庶務は、初等中等教育局教育課程課において処理する。
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(別紙 )

今後の教育課程、学習指導及び学習評価等の在 り方に関する有識者検討会

O秋田 喜代美  学習院大学文学部教授

◎天 笠  茂  千葉大学名誉教授

荒 瀬  克 己  独立行政法人教職員支援機構理事長

石 井  英 真  京都大学大学院教育学研究科准教授

市 サII 伸 ―  東京大学名誉教授、帝京大学中学校・高等学校校長

貞広  斎 子  千葉大学教育学部教授

高 橋  純  東京学芸大学教育学部教授

戸 ヶ崎  勤  戸田市教育委員会教育長

O奈 須  正裕  上智大学総合人間科学部教授

富士原 紀絵  お茶の水女子大学基幹研究院人間科学系教授

◎座長、O座長代理

13



学習指導要領総則 第4回において各委員から示された課題意識

何ができるよう1嗽る,ゝ

〔前文〕
・教育の目的・目標
,豊かな人生と持続可能な社会の創け手の育成
ε社会に開かれた教育課程
〕学校段階等間の接続と小学校学習指導要領  など

〔総員lll

第1 小学校教育の基本と教育課程の役割
・生きる力の育成に向けた資質i能力の3つの柱
=カリキュラム・マネジメントの充実 など

第2 教育課程の編成
・学校の教育日標
・学習の基盤となる資覧I能力

(言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能力)
,現代的な諸課題に対応して求められる資質1能力 など

第3 教育課程の実施と学習評価
t単元等のまとまりごとの主体的,対話的で深い学び、
見方,考え方

・学習評価(指導と評価の一体化、妥当性・信頼性の確
保)
・言語活動(言語能力の育成)
・コンピュータ等の情報手段活用(情報活用能力の育成)

第4 児童の発達の支援
=ガイダンスとカウンセリングによる発達の支援
=生徒指導、個に応した指導、キャリア教育
・障害のある児童生徒、日本語指導、不登校児童生徒への

配慮

第5 学校運営上の留意事項
=校務分掌に基づく役割分担と連携
・カリキュラム・マネジメントと学校評価や

各種全体計画との関連付け

1

I

I

I

I

|

I

I

I

I

I

O 豊かな人生と持続可能な社会の創り手の育成は引き続き重要。変化する今後の社会像をど
う捉え、その中での学校の姿をどう構想するか。

O 学習者である子供たちの全人的な発達を支え、資質・能力の育成を保障する観点から、学
校における教育課程をどのように構想するか。

① 幼児教育から高等学校卒業段階までの発達 (認知的発達、身体的発達、社会情緒的発達、
キャリア発達)をどのように支えるか。
② 教育課程全体の学び、各教科等の学びを通して、子供たちにどのような資質・能力の育
成を目指すか。

③ 子供たちが学ふ内容を、どのような原理・方法で選択・組織するか。
④ 子供たち一人す人の特性等を考慮した教育課程の個別性と、それらを包授する学校の教
育課程との調整をどのように図るか。
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; O 各教科等の目標、内容、方法、評価の在り方をどのように考えればよいか。

各教科等の目標 (見方・考え方、資質・能力の3つの柱)について改善すべき点は
あるか。

各教科等の内容を、どのような原理・方法て選択・組織するか。

①、②を効果的に育成するための方法 (教材、指導方法、学習評価)には何がある
か 。

O

②

③
付が身に付|ヽたか

子供の発達を
どのようI破検するか

0 これまでの学習指導要領 (O学習指導要領改訂の経緯、②総則と教科等との関係、③
改訂のコンセプトや用話の周知)を振り返ると、どこに課題があったのか。

0 現行学習指導要領の実現に向けて、学習指導要領の改善とそれを取り巻く諸条件の改
善について、どのような方向が考えられるか。

O 学習指導要領の実現に向けた政策形成・展開の在り方をどのように考えればよいか。
① 学習指導要領の用語の定義や伝え方にどのような工夫が考えられるか。
② 教育委員会、学校にはどのようなことん`求められるか。
③ 教育課程の編成・実施に際しての条件整備をどのように考えるか。

実施するために何が必要か
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令 和 5年 7月  12 日

今後の教育課程、学習指導及び学習評価等

の在り方に関する有識者検討会 (第 6回 )

資      料      1

第 5回における主な意見について

H 豊かな人生と持続可能な社会の創り手の育成は引き続き重要。変化する今後の社
会像をどう捉え、その中での学校の姿をどう構想するか。

<予測される社会像、学校像について>
02040年以降の社会像としては、例えば下記のようなことが考えられるのでは
ないか。

・  少子高齢社会、成熟したデジタル社会の到来
・  一人一人の幸せ ユウェルビーイングと、持続可能な社会づくりの両立
・  自立した個の参加 口参画と、協働による社会の構築
・  「公正」重視の社会と、多様性を重視した「共生」重視の社会
O上 記のような社会から考えられる 2030年頃の学校像としては、
・  2040年以降の社会を倉」造する主役としての「一人ひとり」を育む教育を
重視したり、

・  豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手に必要な資質 口能力を育
むための豊かな学習経験を提供したりする

ことが求められているのではないか。

02030年代の学校においては、予測困難な時代を生きる資質・能力を育てる、
コンピテンシー (資質・能力)を基盤とした教育課程とともに学習の伴走者と

しての教師が存在 し、カリキュラム・マネジメントと組織のマネジメントが一

体的 日両立的に実施され、発展させた、「スクールマネジメント」の充実がな

されることが理想的なのではないか。

<社会における学校教育の位置づけについて>
O 「教育改革」と言うと学校で学ぶ内容を改革するイメージが強いが、最近の潮
流ではそれのみに留まらず、学習環境全体をデザインするという視点の下で、

公教育における教育課程行政の在り方も含めた議論が必要ではないか。

O高 等学校など段階によっては、例えば進学指導を学校から切り出して民間に委
ねる方法もあるかもしれないが、義務教育段階も果たして同様に考えることが

できるのか。公教育として公立学校が安心して通える場所であり続けることが

できるよう、学校段階で区別しながら、そのガバナンスの在り方を如何に考え

るべきではないか。

O大 学進学を目指す生徒が多い高等学校において、教師 H生徒共に相当なエネル
ギーを費やす受験準備についてどのように考えるべきか。高等学校では、キャ
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リア教育や市民性教育、限定された必要な学力をつけることに徹し、受験準備

教育は民間に委ねるべきか。又は受験準備教育も含め高等学校が担うべきなの

か、そうであればどのように担うべきか。そうした議論がなされなければ、学

習指導要領で理想を語つても実態は変わらないのではないか。

<社会に開かれた教育課程の実現と学習指導要領の役割>
○ 「コンピテンシーベース」というのは、いかに社会に導けるかという広義のキ
ヤリア教育ではないか。子供たちが世の中をわくわく感を持つて見ることがで

きるような世界観をカリキュラムに実装できるかや、教育関係者もこのわくわ

く感を持てるようにするために何ができるかを考えることが重要ではないか。

このため、子供たちが今の世の中の形を、社会科や総合的な学習・探究の時間

等で実感を持つて捉えていくような「社会に開かれた教育課程」を真に実現し

ていくことが重要なのではないか。

O高 校生が在学中に成年年齢を迎えることを踏まえれば、キャリア教育を一層充
実させていく必要があるのではないか。様々な教科等の学習もキャリア教育と

いう観点で収れんされていくのではないか。

O公 教育の目的は、自立した学習者を育成することと、共通に必要となる資質・

能力を育成することだが、この目的は達成できているのか、達成に当たり学習

指導要領は貢献できているのか。むしろ学びたい気持ちの火を消しているよう

なことはないか、学びの試行錯誤ができるようになっているか。

Oこ れまでの学校教育においては、教師も生徒も「あなたは何をしたいのか」を
問われることが少なかつたが、今後は、自分という主語を意識することが重要

となつてくるし、それこそが個別最適な学びの核心なのではないか。

O生 徒達が自分の今後について時間をかけて考えられるようにすることや、その
ような考察をすることができるような機会を保障しつつ学習指導要領の内容は

さほど広げずに教育の質を高めることを考えるのがよいのではないか。

O学 習指導要領を考える上で、いかにして生徒の自己決定ができるような場面、
余地を残しておくのか、そういう隙を残しておく、委ねる時間、任せる時間を

つくることが重要ではないか。

<高等学校教育の在り方について>
〇 各学校がスクールミッションやスクールポリシーを検討し、生徒が行きたいと

思える学校づくり、特色化・魅力化を進めていくことが必要。

O今 後の学校教育においては、現行学習指導要領の内容が定着し、一人一人の学
びが進んでいくこと、その際には少なくとも義務教育段階の学習内容が定着し、

そういった基礎に基づいて探究したり、進路選択を自らできるようになること
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が重要ではないか。

O高 校生の授業等に対する満足度 口理解度が、学年が上がるとともに低下傾向に
ある、また社会参画の意識が国際的に見て比較的低い、などといつたデータが

存在することを踏まえれば、生徒が高い意欲を持つて学習し自身の可能性や能

力を最大限伸長できるよう、「社会に開かれた教育課程」の実現や探究的な学

び等の推進が改めて必要なのではないか。

<高等学校と大学との学びの接続について>
O大 半の生徒が大学進学するような高等学校においては、大学入試が学校教育に
与える影響は大きい。順番として、大学教育の変化によつて高等学校に変化が

もたらされるのではなく、高等学校教育が大学教育に影響を与えるべきといつ

た発信をする必要があるのではないか。

O学 校の特色化については、日本では子供や保護者の選択行動に影響され、水平
的ではなく垂直的に序列化される力が働く。これを踏まえれば、水平的な特色

化といつた方向に向かっていくための展望や、様々な質保証の在り方をどのよ

うに考えるべきか、議論が必要ではないか。

O大 学入学者選抜の際、高等学校における学びを見た上で選抜して欲しいと主張
したとして、大学側の様々な反応はあるものの、選抜性の高い大学は、入学後

に自分で学習できる生徒に来て欲しいと思うのが通例ではないか。

O大 学が探究的な学びを重視し、定員の一部について特別な形の入試を実施する
ことはあっても、そうした定員を広げることは、マンパワー的にも厳しく実現

は難しいのではないか。

O生 徒が志望大学に進学したいという気持ちも分かるし、高等学校がそのための
サポー トをせざるを得ないという点もある。塾や予備校に行けない地域・状況

の子供に対してはどのように対処するのかについても考える必要があるのでは

ないか。

■ 学習者である子供たちの全人的な発達を支え、資資 日能力の育成を保障する観点
から、学校における教育課程をどのように構想するか。

<教育課程全体について>
Oこ れからの時代は予測困難であるが、だからこそ生きがい、やりがいのある時
代を生み出すためのメッセージをどのように発信していくのかも大きなテーマ

の一つではないか。その中で、学習指導要領の中身をどのように考えるべきか

は、検討課題の一つとしてあるのではないか。
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〇 予測される社会像や、そこから考えられる学校像を踏まえれば、教育課程につ

いては下記の論点から議論が必要ではないか。

・  知・徳 日体の育成をどのように捉えるか、
・  「生きる力」や「資質・能力」の路線の継承についてどのように捉えるか、
・  急速な社会の変化への漸進的立場を堅持するかどうか含め学習指導要領に
ついて、どのように捉えるか。

O教 育課程をめぐる検討課題としては、例えば下記があるのではないか。
・  個別最適な学びと協働的な学びの実現 (授業時数、学習空間、学習集団 =

生活集団の在り方等)

・  成熟化 したデジタル社会が問いかける教育課程 (体験学習の見直し、倫
理・道徳の新たな在り方、芸術系教科等の在り方等)

・  学校組織のイノベーションの推進者として、学習指導要領改訂における教
職員の位置づけの転換                    等

○ 学習指導要領の理念を一層高次に実現するための学習基盤としてデジタル活用

を位置づけることも大切ではないか。

O学 習指導要領の役割について、これまでのように公教育において共通に指導す
る内容を示した設計図であるとの捉え方もあるが、これからは、学習者の視点

に立って、子供たち一人一人の経験や学びの履歴などを重視するカリキュラム

ヘの転換を目指すこともまた大切ではないか。2040年代を見据えた未来社会

の構想図、未来社会の創り手へのメッセージとしての学びの地図としての役割

を期待したい。

<高等学校の教育課程について>
○ 学校教育法第 51条には高等学校教育の目標の一つとして「個性に応じて将来

の進路を決定させ」という規定があるが、そうした力を身に付けさせることが

初等中等教育の最後の 3年～4年では非常に重要ではないか。

O高 等学校教育は、これまでも「共通性」と「多様性」の観点からその在り方が

検討されてきたが、平成 26年の中央教育審議会の高等学校教育部会において

も、全ての生徒が共通に身に付けるべき資質 口能力 (「コア」)は、「社会・職

業への円滑な移行に必要な力」、「市民性」とした。生涯にわたり学習するため

の基盤を育成する初等中等教育の終盤として、高等学校教育がどのような役割

を果たすべきかについて中央教育審議会の高等学校教育の在り方 WGに おいて

も現在議論がなされているところ。

O共 通性と多様性は、共通するコアと選択できる部分といつたように言い換える
こともできると思うが、腑分けを考えるべきではないか。これまではとにかく

底抜けしないよう、全ての人に最低限の力を身に付けさせるという思考でやつ
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てきたが、それを見直すべきではないのか。垂直的な多様化ではない水平的な

多様化という観点で考え直さなければ、この行き詰まり感から抜け出せないの

ではないか。

<内容選択の原理や方法>
O大 学進学を目指す生徒が多い高等学校において、教師・生徒共に相当なエネル
ギーを費やす受験準備の在り方についてどのように考えるべきか。高等学校で

は、キヤリア教育や市民性教育、限定された必要な学力をつけることに徹し、

受験準備教育は民間に委ねるべきか。又は受験準備教育も含め高等学校が担う

べきなのか、そうであればどのように担うべきか。そうした議論がなされなけ

れば、学習指導要領で理想を語つても実態は変わらないのではないか。【再掲】

<多様性を包摂する柔軟な教育課程の編成 日実施を可能とする仕組みの検討>
O日 本は段々と多様化してきてはいるが、まだ発展途上にあるのではないかと思
われるところ、多様化をより促し、生み出していくという方向性も大切にすべ

き点の一つではないか。

O全 日制・定時制・通信制いずれの課程であつても、時や場所等に関わらず学ぶ
ようにできることも必要なのではないか。3つの課程の区分について、実態も

踏まえつつ在り方を見直すことが必要なのではないか。「学ぶこと」と「学校

に行くこと」を同一視することなく、学校・対面でしか学ぶことができないこ

とや得られない効果とは何かを議論する必要があるのではないか。

■ これまでの学習指導要領 (①学習指導要領改訂の経緯、②総則と教科等との関係、
③改訂のコンセプトや用語の周知)を振り返ると、どこに課題があつたのか。

○ 学校を取り巻くシステムや学校組織が旧来の状態に留まつたままの状態で、学

習指導要領を時代の変化に応じて改訂しても、状況を転換するには至らない。

こうした課題を乗り越えるための各学校におけるカリキュラム・マネジメント

を実現する上では、学校の制度やマネジメントの全体的見直しが必要であり、

その際、教育内容、方法、組織の見直しと条件整備、制度改編に関わる審議を、

別々ではなく往還的に実施していく必要があるのではないか。

○ 学習指導要領改訂に関わる条件整備については、資源の十分な供給・支援、教

師等の役割の精選・重点化、学校と地域のパー トナーシップ、教育政策のPD
CAサイクルの着実な実施等、ソフトとハー ドの両面から整理・検討する必要
があるのではないか。同様の文脈で平成 20年改訂の答申では、教育課程行政

におけるPDCAサ イクルの確立ということが提起されたが、これについては
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ほぼ音沙汰無しのような状態ではないか。

O学 校で指導する内容の決定をめぐるPDCAサ イクルについて、予測される社
会がこうなるために今の子供たちにはこうした資質 L能力を育む、といつた形

で学習指導要領を改訂しているだけでは、PDCAを 回しているということに
はならないのではないか。

O学 習指導要領改訂の際には、中教審答申の時には優れた形であつても、学習指
導要領の形になると、必ずしも全てが実現できている訳ではない部分もある。

これは、答申から学習指導要領が作られ、そして教科書が作られる際に何かが

起こるためにそのような現象を引き起こしているのではないか。何が起こり、

どんな重要なことが損失を受けているのかを議論すべきではないか。

Oこ の国でいかんともしがたい、と言われているようなことは本当にどうしよう
もないのか。ゼロベースで考える必要があるのではないか。例えば入試の方法

や「知 口徳・体」など、前例を踏襲してこれからも続けていくということで本

当によいのか、長期にはなるだろうが、議論が必要なのではないか。

<学習指導要領改訂の経緯や考え方>
○ 平成 8年答申が提起した「生きる力」とは、全人的な力であり、人間としての

実践的な力、理性的な判断力や合理的な精神だけでなく柔らかな感性も併せ持

つていること。

O平 成 20年答申は、「矢日識基盤社会」を背景として、平成 8年答申が提起 した
「生きる力」を、「キーコンピテンシー」の考え方を先取りしたものとしてキ

ーコンピテンシーの考え方を積極的に生きる力の中に取り入れた。

Oそ うした流れを受けて、平成 28年答申では 3つの資質・能力の在り方を示し
た。

O 「生きる力」を、「コンピテンシー」や「資質 H能力」といつた姿形に整え直
した背景には、科学技術の変革に伴う社会・経済の構造の変化や、とりわけ平

成 28年答申の背景にはAIの社会進出への予見があつたと見られる。

<学習指導要領の周知に当たつての課題と要因等について>
○ 「生きる力」の言葉の分かりにくさに対応するため、構造化 `細日化を図つた
が、それがかえつて「生きる力」を分かりにくいものとしたのではないか。こ

うしたことを続けると、卓越した人間でさえ応じきれないような資質 H能力の

リスト等の出現をもたらす可能性があるのではないか。

O 「コンピテンシーベース」というのは、いかに社会に導けるかという広義のキ
ャリア教育ではないか。子供たちが世の中をわくわく感を持つて見ることがで

きるような世界観をカリキユラムに実装できるかや、教育関係者もこのわくわ
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く感を持てるようにするために何ができるかが重要ではないか。このため、子

供たちが今の世の中の形を、社会科や総合的な学習 B探究の時間等で実感を持

つて捉えていくような「社会に開かれた教育課程」を実装していくことが重要

なのではないか。【再掲】

○ 学習指導要領で示された大枠を個々の子供たちに合うようにアレンジするのが

教師の仕事だと思うし、日本の教師は目の前の子供をとても大事にするのだが、

学習指導要領という大元となるものにおいて、このような社会像を目指すから

こそこの資質・能力の育成を目指しているのだ、ということを教師一人一人が

理解することは非常に難しいだろうと思う。学習指導要領改訂の度に、その中

身を教師に理解 してもらうために様々な工夫がなされてきたと思うが、改訂の

バックボーンを理解しにくい仕組みをどうにかできないか。

■ 現行学習指導要領の実現に向けて、学習指導要領の改善とそれを取り巻く諸条件
の改善について、どのような方向が考えられるか。

<学習指導要領の機能について>
○ 学習指導要領の役割について、これまでのように公教育において共通に指導す

る内容を示した設計図であるとの捉え方もあるが、これからは、学習者の視点

に立って、子供たち一人一人の経験や学びの履歴などを重視するカリキュラム

ヘの転換を目指すこともまた大切ではないか。2040年代を見据えた未来社会

の構想図、未来社会の創り手へのメッセージとしての学びの地図としての役割

を期待したい。【再掲】

O公 教育の目的は、自立した学習者を育成することと、共通に必要となる資質・
能力を育成することだが、この目的は達成できているのか、また達成に当たり

学習指導要領は貢献できているのか。むしろ学びたい気持ちの火を消している

ようなことはないか、学びの試行錯誤ができるようになつているか。【再掲】

○ これまでの学校教育においては、教師も生徒も「あなたは何をしたいのか」を

間われることが少なかつたが、今後は、自分という主語を意識することが重要

となつてくるし、それこそが個別最適な学びの核心なのだろうと思う。【再掲】

○ 生徒達が自分の今後について時間をかけて考えられるようにすることや、その

ような考察することができるような機会を保障しつつ学習指導要領の内容はさ

ほど広げずに教育の質を高めることを考えるのがよいのではないか。【再掲】

O学 習指導要領を考える上で、いかにして生徒の自己決定ができるような場面、
余地を残しておくのか、そういう隙を残しておく、委ねる時間、任せる時間を

つくることが重要ではないか。【再掲】
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<学習指導要領実施の際の諸条件の改善について>
○ 学習指導要領の改訂を見据えれば、教育課程のみに焦点をあてた改革から、教

材等の学習者を取り巻く学びの環境や資源のエコシステム全体を見通していく

ことが必要、との視点をどのように捉えて議論をしていくべきか。

○ これまでのように、従来の手法を続けたり、その改善の付け足しをしたりとい

うことでは、教育基本法や学習指導要領の総則にある理念のすべては実現して

こられなかつたのではないか。

O先 生や学校の業務量が増加している現状を鑑みれば、更に付け足すような作業
はより困難ではないか。カリキュラム・マネジメントやスクールマネジメント、

スクールポリシーといつた理念を実現するのは、理解や精神論だけではなく、

具体的なツールが必要なのではないか。

O学 習指導要領をどのように変えたとしても、システム、組織が変わらなければ
旧来の状況は変わらず、教師は目の前の子供と日の前の学習指導要領に書かれ

た資質・能力と向き合うしかないという、そのサイクルから抜け出せないので

はないか。

O学 校を取り巻くシステムや学校組織が旧来の状態に留まったままの状態で、学
習指導要領を時代の変化に応じて改訂しても、状況を転換するには至らない。

こうした課題を乗り越えるための各学校におけるカリキュラム・マネジメント

を実現する上では、学校の制度やマネジメントの全体的見直しが必要であり、

その際、教育内容、方法、組織の見直しと条件整備、制度改編に関わる審議を、

別々ではなく往還的に実施していく必要があるのではないか。【再掲】

〇 学習指導要領改訂に関わる条件整備については、資源の十分な供給・支援、教

師等の役割の精選・重点化、学校と地域のパー トナーシップ、教育政策のPD
CAサイクルの着実な実施等、ソフトとハー ドの両面から整理・検討する必要
があるのではないか。同様の文脈で平成 20年改訂の答申では、PDCAサ イ
クル確立ということが提起されたが～これについてはほぼ音沙汰無しのような

状態と認識。【再掲】

○ 学校で指導する内容の決定をめぐるPDCAサ イクルについて、予測される社
会がこうなるために今の子供たちにはこうした資質 H能力を育む、といった形

で学習指導要領を改訂しているだけでは、PDCAを 回しているということに
はならないのではないか。【再掲】

O学 習指導要領改訂の際には、中教審答申の時には優れた形であつても、学習指
導要領の形になると、必ずしも全てが実現できている訳ではない部分もある。

これは、答申から学習指導要領が作られ、そして教科書が作られる際に何かが

起こるためにそのような現象を引き起こしているのではないか。何が起こり、

どんな重要なことが損失を受けているのかを議論すべきではないか。【再掲】
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O教 師が外部と調整する際は電話が前提であり、個別のメールア ドレスも持つて
いない教師も中には存在する。そうした社会とも隔離されたデジタル環境にい

て、デジタル化した社会と開かれた教育課程をつくると言つても、そう簡単に

理解することは難しいのではないか。

学習指導要領の改訂を提言した中教審答申以降の国の教育課程行政を取り巻く提

言にはどのようなものがあり、それらは相互にどのように関わつているのか。

〇 諸外国でも評価されている、知 日徳・体を一体で育む「日本型学校教育」を今

後も維持するには、抜本的な対応が必要であることを令和答申は提起している。

我が国が直画するカリキュラムのリデザインとエコシステムの確立に向けて諸外

国はどのような戦略をとつているのだろうか。国内に参考となる知見はあるか。

O本 有識者検討会委員に限らず、より多くの教育学的・心理学的専門知識を上手
く共有して、選択肢を広げることも考えられるのではないか。世界に散らばつ

ている知識で、現場の教師等が理解しておいた方がよいことというのは実はも

っとたくさんあるのではないか。

O国 際機関であるOECDの みを参考とするのではなく、それぞれの加盟国が0
ECDと いう標準枠組みの下で、それぞれの事情の下どのように教育政策を実
施しているのかも参考となるのではないか。
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高等学校DX加速化推進事業 (DX′ イゝスクール)

‖青報、数学等の教育を重視するカリキュラムを実施するとともに、ICTを活用

した文理横断的・探究的な学びを強化する学校など1献寸して、そのために必

要な環境整備の経費を支援する

。支援対象 :公立。私立の高等学校等

成長分野の

担 土i豊力回

デジタル等成長分野の学部

学部
・学科の増
H自然科学 (理系)分野の学生割
合5割 目標
Hデジタル人材の増

【事業スキーム】

到H「r補助

令和6年4月 16日伝達L公表予定

令和5年度補正予算額 100億円 文部利字省

大学教育段階で、デジタル・理数分野への学部転換の取組が進む中、その政策効果を最大限発揮するためにも、

高校段階におけるデジタル等成長分野を支える人材育成の抜本的強化が必要

囀

ふ

●補助上限額 :1,000万円/校 (1′000校程度)

●補助率 :定額補助

○求める具体の取組例
・情報工や数学Ⅱ・B、 数学ⅢoC等の履修推進 (遠隔授業の活用を含む)
・情報・数学等を重視した学科への転換、コースの設置
(文理横断的な学びに重点的に取り組む新しい普通科への学科転換、コースの設置等)
・デジタルを活用した文理横断的・探究的な学びの実施
・デジタルものづくりなど、生徒の興味関心を高めるデジタル課外活動の促進
・高大接続の強化や多面的な高校入試の実施
・地方の小規模校におして従来開設されていない理数系科目 (数学Ⅲ等)の違隔授業による実施
・専門高校において、大学等と連携したより高度な専門教科指導の実施、実践的な学びを評価する総合選抜の実施
等の高大接続の強化

○支援対象例
ICT機器整備 (八イスペックPC、 3Dプリンタ、動画・画像生成ソフト等)、 遠隔授業用を含む通信機器整備、理数教
育設備整備、専門高校の高度な実習設備整備、専門人材派遣等業務委託費 等

現状・課題

文部科学省

学校設置者

(担当 :初等中等教育局参事官付 (高等学校担当))



高等学校DX加速化推進事業 (DX′ イヽスクール)採択校の決定について 熊
文Mll学者

学科別採択校数

学科

 1 
普通科

 1 
農業科

 1 
工業科

 1 
商業科

 1 
永産基

 1 
看護科

情報科家庭科 その他理数科総合学科福祉科

※学科を併置する学校があるため採択校数の合計は1′ 010校にはならない。

●

高等学校DX加速化推進事業 (DX′(イスクール)採択校の決定について 鶉

(担当 :初等中等教育局参事官付 (高等学校担当))

文鰯剰学曽

都道府県別採択校数

採択校数 採択校数 採択校雪文

公立 私立 合計 公 立 私立 合計 公立 私立 合計

北海道 32 8 40 石)‖県 10 3 13 岡山県 19 5 24

青森県 10 2 12 福井県 9 1 10 広島県 10 5 15

岩手県 18 3 21 山梨県 7 2 9 山口県 8 6 14

宮蛾県 14 2 16 長野県 15 3 18 徳島県 10 0 10

秋田県 15 1 16 岐卓県 9 4 13 香川県 4 4 8

山形県 15 2 17 静岡県 21 7 28 愛媛県 12 4 16

福島県 14 3 17 愛知県 33 10 43 高知県 9 4 13

茨城県 14 3 17 二重県 13 5 18 福岡県 20 15 35

栃木県 フ 4 11 滋賀県 9 2 11 佐賀県 4 2 6

群馬県 17 5 22 京都府 23 12 35 長崎県 14 3 17

埼玉県 28 6 34 大阪府 44 17 61 熊本県 7 3 10

千葉県 27 11 38 兵庫県 36 13 49 大分県 12 2 14

東京都 47 54 101 奈良県 10 2 12 宮崎県 11 1 12

神奈,II県 22 9 31 和歌山県 12 0 12 鹿児島県 14 2 16

新潟県 16 2 18 鳥取県 8 0 8 ,中経醜黒 8 と 9

富山県 6 7 13 島根県 23 4 2フ 合 計 746 264 1,010

【学校種別】

高等学校 :981校  中等教育学校 :16校 特別支援学校高等部 :13校
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高等学校DX加速化推進事業 (DX八イスクール)採択校の決定について
●

鶉
文観41学 曽

申請校数 採択校数

1,097校
(公立 :812校、私立 :285校 )

(申請額 :10フ .フ億円)

1704Q校
(公立 :746校、私立 E264校 )

(採択額 :100億円)

以下の観点で審査を行い、採択校を決定

① 各者F道府県に割り当てた枠のなかで、取組内容に応じた加点が高しW順に採択  (基礎枠)
② それ以外の学校について、取組内容に応じた加点が高しW贋に予算の範囲内で採択 (全国推)

今後のスケジュール (予定)

4月 16日 交付決定・採択校公表

概算払い

事業完了報告

。6月上旬

・翌 3月末

●

高等学校DX加速化推進事業 (DX′ イヽスクール)採択校の決定について 発

(担当 :初等中等教育局参事官付 (高等学校担当))

文部11学曽

採択校における情報Ⅱ等※1の開設学校数、生徒の履修率

学校数
生徒の履修率※ 6

■
=:=|■
自欄萱
=■既開設 (点 6:年度鵡拾む

':

695校 38.60/0

※既開設、令和 8年度までに開設の両方に該当する学校があるため合計は1′010校にはならない。

※11膏辛侵H等
・情草限狂
・数理・データサイエンス・AIの活用を前提とした実践的な学校設定教科・科目及び総合的な探究の時間
コ情報 Iの内容を含むことにより子旨導内容を充実させた職業系の教科・科目

※2 R5年度時点I見1犬イ直  ※3 R8年度目標値  ※4 R10年度目標イ直

5フ .70/O※ 3

全採択校においてデジタルを活用した課タト活動又は授業を実施するための設備を画己備したスペースを整備

採択校におけるデジタル環境の整備

採択校における大学理系学部進学率※5

※5卒業生全体 (就職や専門学校への進学等を含む)に占める割合
※6生徒の履修率、進学率は採択校の数値の平均
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(5)「総合型選抜」導入課題

「大変当てはまる」、「やや当てはまる」の合計で見ると、大学、短大ともに、「他の選抜方法より、評価する観点の
設計が難しい」とする国答が最も多い。次いで「他の選抜方法より、選抜に関係する業務時間の負担が大きい」、
「他の選抜方法より、評価結果の点数化が難しい」となつている。

●

0% 200/。 40。/。 60% 800/。 1000/O

他の選抜方法より、評価

する観点の設計が難しい

他の選抜方法より、評価

結果の点数化が離しい

他の選抜方法より、

f瑶野半」定方l難しい

他の選抜方法より、受験生や高校に

対し合否に関する説明力難 しい

他の選抜方法より、公平性を確保する

ための体制や手段の確立が難しい

他の選抜方法より、選抜の実施に

専門的な知識ん(要求される

他の選抜方法より、十分な

実施体制を整える負担が大きい

他の選抜方法より、選抜に

関係する業務時間の負担が大きい

他の選抜方法より、選抜に

関係する買用の負担妍大きい

日大変当てはまる

大学全体 ni655

Hやや当てはまる    日あ らとも言えない    とあまり当てはまらない    報全く当てはまらない    日わからない

OC/O 20% 400/。 60。/。 80% 1000/。

他の選手友方法より、評価

する観点の設計が
~難
しい

他の選抜方法より、評価

結果の点数化が
~難
しい

他の選抜方法より、

合否半」定が
~難
しい

0.4

他の選抜方法より、受験生や高校に

対し合否に関する説明ぬl難しい
1.5

他の選抜方法より、公平性を確保する

ための体制や手段の確立が難しい
0.7

他の選抜方法より、選抜の実施に

専門的な知識が要求される
0.4

他の選抜方法より、十分な

実施体制を整える負担が大きい

他の選抜方法より、選抜に

関係する業務時 Pa身の負担が大きい

他の選抜方法より、選抜に

関係する買用の負担が大きい

日大変当てはまる

短大全体 n=271

日やや当てはまる    日ち らとも言えない 困あまり当てはまらない i全く当てはまらない    Hわ からない

0,4

出典 :文部科学省「令和 5年度大学入学者選抜における総合型選抜の導入効果に関する調査研究」
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(4)「総合型選抜」導入の効果

「大変当てはまる」、「やや当てはまる」の合計を見ると、大学、短大ともに、「他の選抜方法と比較して、受験者を

多面的日総合的に評価する選抜を実施できた」、「他の選抜方法と比較して、学力検査を重視した入試では選

抜できない資質を持つ入学者を選抜することができた」とする回答が多い。

●

0。/。 200/O 400/。 600/。 80。/O 1000/。

0.6
他の選抜方法と比較して、アドラ ション・

ポリシーに適つた入学者を選抜することがで`きた

他の選抜方法と比較して、学力検査を重視した入試

で(よ選抜できない資質を持つ入学者を選抜すること…

他の選抜方法と比較して、主十ヽ 性・多様性・協働性を

持つて学ぶ姿勢や態度を持つ入学者を選抜できた

他の選抜方法と上ヒ較して、学修慧欲

の高い入学者を選抜できた

他の選抜方法と上ヒ較して、大学の

学業成績が良い入学者を選抜できた

他の選抜方法と比較して、受験者を

多面的・総合的に評l面 すアo選抜を冥施できた

他の選抜方法と比較して、受験者の

個‖生や4争 l生等を評1面する選抜を実施できた

他の選抜方法と比較して、高等学校での総合的な探究

の時間を活かしたいとする受験者を集めることができた

年内入試の実施への期待を踏えて、

総合型選抜に多くの募集人員を割いた

期待通りの入学者数を

確保することがてきた

0,9

1.2

0.6

1.1

日大変当てはまる
大学全体 n三 655

期待通りの入学者の質を

確保することができた

日やや当てはまる 田農おとも言えない    閣あまり当てはまらない    釜全く当てはまらない    日わからない

0.80.2

32.8 46.6

0。/。 200/O 400/O 600/O 800/。 1000/。

0

他の選抜方法と比較して、アドDション・

ポリシーに適った入学者を選抜することがてきた

他の選抜方法と比較して、学力検査を重視した入試で1ま

選抜できない資質を持つ入学者を選抜することができた

他の選抜方法と比較して、主体性・多様性・協働性を

持つて学ぶ姿勢や態度を持つ入学者を選抜できた

他の選抜方法と比較して、学修意欲

の高い入学者を選抜できた

他の選抜方法と上ヒ較して、大学の

学業成績が良い入学者を選抜できた

他の選抜方法ことし較して、受験者を

多面的・総合的に評価ける選抜を実施できた

他の選抜方法と比較して、受験者の

個性や特I性等を評価つる選抜を実施できた

他の選抜方法と比較して、高等学校での総合的な探究の

日寺間を活かしたいとする受験者を集めることができた

年内入試の実施への期待を踏えて、

総合型選抜に多くの募集人員を害Jいた

期待通りの入学者数を

確保することがてきた

期待通りの入学者の質を

確保することができた

2

3.0

3

0.7

0,7

0.7

1

田大変当てはまる
短大全体 n=271

日やや当てはまる    困わ らとも言えない    露あまり当てはまらない    五全く当てはまらない    日わからない

3,7   17.0

5フ .233.2

18.5 3518

65 入
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(3)「総合型選抜」導入の目的

0% 20% 40% 60% 80% 100%

アにッショシ・ポリシーに適った

入学者をより丁寧に選抜するため

学力検査を重視した入試では選抜できない

資質を持つ入学者を選抜するため

主体性・多様性・1協 l動性を持って学ぶ姿勢や

態度を持つ入学者を選抜するため

02

学修意欲の高い入学者を選抜する勘

明
　
　
粥

学力の評価だけではなく、受験者を多面的

総合的に評価する選抜を実施するため 陀
　
　
　
０，６

受験者の個性や特性等を評価する選抜を実施する勘

高等学校での総合的な探究の時間を

活かすことのできる選抜を実方[するため

高大協続改革等の方針として、総合型還抜

の導入が求められているため

年内入試(12月 までに行う入試)の実施を

受験生や高等学校から期待されている勘

B大変当てはまる

大学全体 n=655

入学定員力境 足されるよう

早期に入学者を確保するため

日やや 当て tま まる Eどちらとも言えない    堕あまり当てはまらない   ま全く てはまらない

382505

739 247

666 292

710 263

。 「大変当てはまる」、「やや当てはまる」の合計を見ると、大学、短大ともに、「学力の評価赳すではなく、受験者を
多面的a総合的に評価する選抜を実施するため」が最も多い。

● 次いで、「アドミッション・ポリシーに適つた入学者をより丁寧に選抜するため」、「主体性E多様性H協働性を持つて
学ぷ姿勢や態度を持つ入学者を選抜するため」となつている。

出典 :文部科学省「令和 5年度大学入学者選抜における総合型選抜の導入効果に関する調査研究」
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00/。    10。/。   200/。   300/0  400/。   500/0  600/0  700/。   300/0  90%  1000/o
l.1

73.8 24.0

62.7 32.1

65.3 2フ .フ

72.3 23.6

0.4

0.4

層とちらとも言えない 田あまり当てはまらない よ全く当てはまらない

学修意欲の高い入学者を選抜するため

受験者の個性や特性等を評価する選抜を実施する勘

■やや当てはまる

アドヨンシヨン・ボリシーに適つた

入学者をより丁寧 (こ選抜するため

学力検査を重視した入試では選抜できない

資質を持つ入学者を選抜するため

主Tlヽ陛・多様性・協働性を持つて学ぶ姿勢や

態度を持つ入学者を選抜するため

学力の評価息すではなく、受験者を多面的

総合的に評価する選抜を実施するため

高等学校での総合的な探究の時間を

活かすことのできる選抜を実施するため

高大接続改革等の方針として、総合型選抜

の墓入力球 められているため

年内入試(12月 までに行う入試 )の実施を

受験生や高等学校から期待されているため

入学定員が充足されるよう

早期に入学者を確保するため

田大変当てはまる

短大全体 n=271



(1)設置主体別「総合型選抜」導入率

0 大学は85.6%、 短大は95,1%で「総合型選抜」の導入が進む。大学、短大ともに、私立の「総合型選抜」導入率が
最も高い。私立短大の導入率は96.7%である。

● 大学については、公立の導入率が43.3%と最も低い。

,f,7 33

6蕉 ] 357

951 19

〔〕3,ri 6.6

36443ξ

220780

ユ韓4856

日導入している

大学全体 nt785:目立大学 n=92:公立大学 n=9生 私立大学 n=589

1眺

大学全体

目立大学

0% 2跡 3眺 4銘 Sげ/。 SO% 7α% 80γo 9σχ

公立大学

私立大学

頬大全体

公立趣大

私立短大

日導入していない

短大全体 n=285:公立短大 nC1 4i私立短大 n=27,

(2)規模別「総合型選抜」導入率

● 大学では、規模が小さくなるほど、「総合型選抜」導入率が低下する。

1,(,V.::(】

94、 1 S｀ ]

9【iにつ 二 9

11.4こ5,Fュ

H導入している

大学全体 n=765:六規模枝 nョ 80:中 規模横 ngl19:Jヽ規模横 n=687

大学杢体

大規模横

挙
玉

幸規模縦

■導入していない

309と 4鶴 S眺

小規模横

出典 :文部科学省「令和 5年度大学入学者選抜における総合型選抜の導入効果に関する調査研究」 4
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